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はじめに
本 論 文 の 目的 は 、 雇 用 シ ス テ ム改 革 に対 す る労 働 組 合 の対 応 に 焦 点 を 当て つ つ 、1990年 代
に お け る 日本 の 政 治 経 済 シ ス テ ム の 変容 を分 析 す る こ とで あ る。
近年 比 較 政 治 経 済 学 の分 野 にお い て 、先 進 資 本 主義 国 を、調 整 され た市 場 経 済(coordinated
marketeconomies:CMEs)と 調整 され な い(自 由)市 場 経 済(uncoordinatedorliberalmar-
keteconomies:LMEs)の 二 つ の タ イ プ に分 類 す る試 み に注 目が集 ま っ て い る1。この 類 型化 は 、
1970年 代 後 半 か ら積 み 上 げ られ て きた 比 較 政 治 経 済 学 の 研 究 を踏 ま え た もの で あ る。 そ こで
は 、 調 整(coordination)が 鍵 概 念 とされ る。 金 融 制 度 、 労 使 関係 、 教 育 ・訓 練 、 企 業 間 関 係
な どに お い て 、 長 期 的 で 協 調 的 な 調整 が行 われ る か 、 そ れ と も短期 的 で ス ポ ッ ト取 引的 な 自 由
な 競 争 が 行 われ て い る か が 、 分 類 の メル クマ ー ル と され る(Soskice,1999)。 こ の結 果 、 ア ン
グ ロサ ク ソ ン型 の 資 本 主義 がLMEsに 、 コー ポ ラ テ ィ ス ト体 制 を取 って い た 北 欧 や ドイ ツ及 び
日本 と韓 国 がCMEsに 分 類 され る。
この よ うな2分 類 そ れ 自体 は、 取 引 費 用経 済 学 な どの 成 果 に 基 づ い て類 型 化 の ミク ロ的 基 礎




を指摘す る点以外に、特に目新 しいものではない。む しろ、重要な指摘は、「グa`バ ル化」
のなかで、:LMEsへ の収斂が起 こるのではな く、LMEsとCMEsへ の2極 化(dualconver-
gence)が 生じているという観察である。
本稿の関心は、当然 日本にある。 この分類を提起したソスキスは、CMEsの なかに調整を産























政を前提 とはしなかった。 これ らの分析で、「パターン化された多元主義」(村松岐夫)、 「仕切
られた多元主義」(佐藤誠三郎 ・松崎哲久)、 「官僚主導大衆包括型多元主義」(猪 口孝)な どの
2HallandSoskice,ibid.

















れたかである。 この点での先駆的な議論は、ペ ンペル ・恒川による 「労働なきコーポラティズ
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見解 も有力に主張されている8。 しか し、審議会 といっても多様である。法的裏付けのある審
議会は平成8年7月 現在で217あ ったが、それ以外に様々な私的諮問機関が存在 してきた9。
曽根泰教は、審議会の構成や性格に注 目して、8種 類の類型を明 らかにしている10。この類型
をふまえつつ、篠田徹は労働省が所管する政策領域における審議会が三者代表制であり、利害




辻中豊は1985年 に実施 された8省 庁251人 の官僚に対す る面接調査を分析 し、労働官僚は、
社会集団 と緊密な関係を持っていること、それら集団を代表 している政治アクター(た とえば、














8草 野厚 『日本 の論 争 』 東 洋 経 済 新 報 社 、1995年 。
9総 務 庁 『審 議 会 総 覧 平 成8年 版 』
10曽 根 泰 教 「や らせ の 政 治 『審 議i会 方 式 』 を検 証 す る 」『中央 公 論 』1986年1 ,月。
11篠 田 徹 「審 議 会 」 中 野 実 編 著 『日本 型 政 策決 定 の変 容 』 東 洋 経 済 新 報 社 、1986年 所 収 。
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13久 米 郁 男 『日本 型 労 使 関係 の 成 功 』 有 斐 閣 、1998年 、 第7章 。 なお 、 この 官 僚 調 査 デ ー タ は 、 村 松

























ある 『自民党政調会』においても、労働族 と言 うべきものは取り上げられず、それに将来なり
うる可能性を秘めているものとして、1983年2月 に設立 された自民党 「サラリーマン問題議
員連盟」が取 り上げ られるのみである。その設立総会は、自民党はサラリーマン層に目を向け
その代弁者になるべきであるとした上で、税制、住宅、教育などの問題にサラリーマンの立場
で総合的に考えてい くべきことを提言 した。 しか し、そこでのとりあえずの関心対象は労働政
14も ち ろ ん これ が 唯 一 の原 因 で はな い。 詳 し くは 、 久 米 郁 男 「行 政 制 度 と市 場 メカ ニ ズ ム ー 戦後 日本 の




16労 働 組 合 が 、経 済 要 求 に加 え て政 策 制 度 要 求 を 強 め 、 政 策 参 加 を追 求 して き た とい う意 味 で の政 治 化
は これ と 同 時 に進 ん で き て い る。 久 米 、 前 掲 書 。
17板 垣 英 憲 『族 の研 究 』 経 済 界 、1987年 。
18日 本 経 済新 聞社 編 『自民 党 政調 会 』 日本 経 済 新 聞社 、1983年 、146頁 。
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には冷戦の終焉と経済のグローバル化、国内経済的にはバブルの崩壊後 「失われた10年 」 と
いわれる長期にわたる景気低迷、国内政治的には自民党の長期にわたる政権独占の終焉などの




過程の変化を示唆するような現象をややエ ピソー ド的に検証 した上で、その変化に対する仮説
的な説明を検討することとしたい。
1)労 働 法制の見直 しとその政策過程
1990年 代に入っての労働政策過程は、80年 代までに確立してきたコーポラティス ト的な特
色を失いつつあるように見える。その端緒的な事例が、1993年 に行われた 「週四十六時間労
働制の猶予措置」を一年間延長する労働基準法の政令改正である。中央労働基準審議会は、同
19猪 口孝 ・岩 井 奉 信 『「族 議 員 」の研 究 』 日本 経 済 新 聞社 、1987年 、134-141頁 。
20同 上 書 、198頁 。
96
第4章 労働政策の変化と新たな政治経済秩序(久米)
年3月 末で期限の切れ る 「猶予措置」を一年間延長する政令改正案要綱につき、条件付きで実
施を認める答申を労相に提出した。 しか し、 この審議には 「延長はルール違反」 として抗議す
る労働者委員七人が全員欠席 し、公益、使用者委員のみによる異例の答申が行われている。こ
の背景は、法定労働時間を94年 度から原則40時 問にする労基法改正案の国会提出が準備 され
る中、使用者側は不況を理由に46時 間制の延長を自民党へ強力に要請 していたことにある。
労働省は、使用者団体の意を受けた自民党に、同審議会に諮る前に延長の約束をし、その後で
「厳 しい経済情勢を考慮 した緊急避難」であるとして同審議会へ延長 を諮問 した といわれる21。
このため、労働者委員を送 り出している連合は 「初めに結論ありきの審議には応 じられない」
と強 く反発 し、公益委員は延長を認めたものの、答申の見解で 「労働省の対応が審議会との十
分な連絡を欠いて行われたことは遺憾で、反省と今後の適切な対応を求める」 としたのである。
この過程 を、1986年 に法定労働時間短縮のため行われた労働基準法改正過程 と比較すると





制を労基法本則に明記 した うえで、当面46時 間ついで44時 間を段階的に経て、週40時 間を実
現 して行 くとの公益案が作 られていった。そ して 「最終的には労使各側 とも、公益案にはさま





しは一巡 したことになる。 この一連の大規模な法改正過程においても、93年 の政令改定過程
ほどではないにせ よ、従来型の政策決定か らの変化を観察できるように思われる23。




れに対 して、労働側は週40時 間制に移行 しない企業に対する是正勧告や罰則適用が運用上
「緩和」されることを懸念 していた。労働側が最終的に報告案に反対しなかったのは、「違法状
態を放置することなく適正な指導により是正を図る」 とする労働基準局長発言を引き出したか
21『 朝 日新 聞』1993年3,月18日 。
22白 井 泰 四郎 「労 働 時 間法 改正 を め ぐ って 」 『日本 労 働 協 会 雑 誌 』338号 、1987年10 ,月。
23詳 し く は 、三 浦 ま りの研 究 を参 照 。
97
第1部 日本の政治経済
らである。 しかし、審議では労働側委員七人のうち三人(う ち一人は代理出席)が 、報告を不
満 として、その決定に不参加の意思を示す という事態 となった24。
その後も、労働基準法のさらなる見直しが進んだのであるが、1997年11.月21日 に中基審が
答申をした 「今後の労働時間法制および労働契約等法制のあり方」に対 して、連合など労働団
体は、激 しい反発を示すことになった。労使が厳しく意見対立 したのは、(1)時 間外 ・休 日・





案要綱(政 府案)に 連合の主張を反映させる取り組みを強化 し、さらに民主党や新進党など野
党の支持 ・協力政党にも、4点 の要求に対する理解 と政府案への代案づ くりを要請 し、国会審






とな り、1998年9月 になって成立 したのである。 しかもその際には、有期労働契約の上限延
長に関わる客観的な基準の設定、1年 単位変形労働時間制の要件緩和にともなう総実労働時間
の短縮など13項 目におよぶ附帯決議がなされた26。
以上90年 代に入ってからの労働政策形成過程を、ややエピソー ド的に概観 したのであるが、
そこでは審議会を中心とする労働政策過程の枠組から、利益調整がより大きな政治過程へ溢出
する傾向が生まれてきたとい うとりあえずの観察ができそ うに思われる。
ただ し、このような変化は、ひとり労働政策過程においてのみ生 じたのではない。90年 代
の政治改革、行政改革の流れの中で、政策過程における審議会のあ り方が、批判的検討の対象
となってきた。1996年 に、橋本内閣の下に設置 された行政改革審議会は、各省庁ヒアリング
な ども含めて50回 以上の会合を持ち、最終答申をま とめている。答 申では、審議会について
も、「審議会(国 家行政組織法第8条 に基づいて設置 された審議会等をいう。)や懇談会等行政
運営上の会合は、行政の民主化や専門知識の導入において従来一定の役割を果たしてきたが、
その数が膨大になり、いわゆる隠れみのになっているのではないかとの批判を招いた り、縦割
24『 週刊労働ニ ュース』1996年12A9日 。
25花 見忠 中央労働審議会会長へのイ ンタビュー記事か ら。『週刊労働 ニュース』1998年2月2日 。















決定した 「規制緩和推進計画」で、3年 以内に検討するとされ、検討が開始された。12月 に
は、公正取引委員会の独占禁止法第4章 改正問題検討会が、持ち株会社を 「部分解禁」する報
















27『 朝 日新 聞 』1997年5A13日 。
28『 朝 日新 聞 』1998年4月10日 。
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2)1980年 、89年 、94年 労 慟 団 体 調 査 結 果
以 上 見 た よ うに 、 労 働 政 策 過 程 の性 格 は90年 代 に 変化 を示 して き た よ うに見 え る。 そ の 変
化 は、 日本 に お け る政 策 過 程 全 体 の変 容 を反 映 して い た 側 面 も あ りえ る。 しか し、 上記 は い く
つ か の政 策 過 程 の エ ピ ソー ドか ら見 た 観 察 に と どま って い る。 以 下 で は 、 労働 組 合 の リー ダ ー
へ のサ ー ベ イ 調 査 結 果 を用 い て、 こ の変 化 の性 格 を検 討 して み る。
こ こで 用 い るデ ー タは 、 村 松 岐 夫 京 都 大 学 教 授:が、1980年4,月 か ら5月 に か けて 行 っ た 全
国主 要 利 益 団 体252の 調 査 、 そ の 第2次 調 査 と して1994年3月 か ら7月 にか けて247団 体 に 対
して行 わ れ た 調 査 か ら、51の 全 国お よ び産 別 レベ ル の労 働 団体(1980年 調 査 は52団 体)を 取
り出 した も の と、 著 者 が1989年 に調 査 した51労 働 団 体 デ ー タ を合 わせ た もの で あ る。 この3
回 の調 査 で は 、基 本 的 に 同一 の 団体 が 調 査 対 象 と され て お り、3波 の パ ネ ル 調 査 に 近 い もの と
な って い る29。
そ こで の知 見 を 見 てみ よ う。 まず 、 行 政 機 関か ら どの 程 度 相 談 を受 け るか を5段 階 評 価 で 聞
い た。 厂あ る 程 度 」 以 上 受 け る と答 えた 団体 の 比 率 は 、3回 の 調 査 とも6割 前 後 で あ る が 、89
年 調 査 が 最 も高 い。 これ を 、労 働 団体 の種 別 に分 けて み る と、 公 的 セ ク ター の 労 組 で は 、 行 政
か らの相 談 を受 け る もの が 増加 して い る。 「た び た び 」 と 「か な り」を 合 わせ る と、0%、20%、
20%と 推 移 して い る。 他 方 、 民 間 の 労組 は 、 や や 解 釈 が難 しい。 「た び たび 」 と 「か な り」 を
合 わせ た 比 率 は 、21.9%、13.9%、9.1%と 逓 減 して き た 。 しか し、 「あ る程 度 」 ま で を 入 れ る
と、56.3%、63.9%、51.5%と 推 移 して い る。 な お 、 全 国 団体 で は 、 「た び た び 」 受 け る と し
た の は 、89年 、94年 の連 合 で あ る。 以 上 の デ ー タ は 、全 体 と して み る な らば 、 行 政 か ら相 談
を受 け る 労働 組 合 の比 率 は大 き く変 わ っ て い な い と読 む こ とがで き よ う。
しか し、 大 き く変動 して い る の が 、行 政 へ の信 頼 度 で あ る。 普 段 接 触 の あ る行 政 機 関 へ の信
頼 度 を聞 い た結 果 、80年 の46.2%か ら、89年 に は66.6%へ と、行 政 へ の信 頼 度 が大 き く高 ま っ
た が 、94年 に は そ れ が 著 し く低 下(33.3%)し て い る の で あ る。 こ のデ ー タは 種 別 で ブ レー
ク ダ ウン して も 、 大 き な 差 は な い 。 公 的 セ ク タ ー の 労 組 で は 、 「非 常 に信 頼 」 と 「あ る程 度 信
頼 」 を併 せ た 比 率 が 、28.6%、70%、40%と 推 移 し、 民 間 労組 で は53.1%、63.9%、30.3%
と推 移 し た。 な お 、 全 国 団体 で は全 民 労 協(80年)と 連 合(89年 、94年)は 、 いず れ も 「あ
る程 度 信 頼 す る」 と応 え て い る。
これ ら二 つ の デ ー タ は 、 上述 の観 察 と整 合 的 で あ る よ うに思 われ る。 す な わ ち 、審 議 会 を含
め た行 政 レベ ル で の利 益 調 整 に 基 づ く政 策 決 定 過 程 に 、 労 働 組 合 は1989年 ま で 、深 く 関 わ り
か つ そ こ で の 参 加 に満 足 して い た結 果 、 接 触 頻 度 も た か く、 ま た80年 に 比 べ て行 政 機 関へ の
29詳 しい分析 は、村松岐夫 ・伊藤 光利 ・辻 中豊 『戦後 日本 の圧力団体』東 洋経済新報社 、1984年 、 久
米郁男 「1980年代 日本における利益団体政治の変容」『神戸法学雑誌』41巻2号 、1991年9月 、 および
『レヴァイアサ ン』1998年 臨時増刊 「特集 政権移行期 の圧 力団体」 を参照。 なお、 このデー タを踏 ま






























なものへ変えてしま うという理解 も、自明のものではない。グローバル化に伴 う国際競争の下、
各企業は競争力を向上させるために、以前にもまして労働組合や労働者との関係に意を用いな





は1993年 には、55年 以来一貫して政権の座にあった自民党が下野 した。その後、日本では連
立政権が続いてきた。この変化は、日本におけるコーポラティス ト的な政策形成のパターンを
支えた条件に大きく影響した。労働政策過程に見られたような、行政の枠組みの中で関係者が












90年 代 日本における政界再編は、伊藤光利が分析するよ うに、巨大野党たる新進党の結成
に見られるようなウェス トミンスター型への移行を見せ る局面 と、自民党優位の連立政権体制





とい う労働界の再編を主導 した民間労組の運動は、政策制度要求を通 じて当時の自民党政権下
の政策過程への参加を追求 した。そこでは、労働組合は政府 ・自民党との交渉チャネル を拡充
してきたのである。 しかし、93年 の政権交代の前後から、連合の自民党に対す るスタンスは
変化 し始めた。そこでは、ウェス トミンスター型の政権交代可能な二大政党制を実現し、その
一方を自らの代表 とすることが 目指されるようになったと言ってよいであろう。




32伊 藤 光 利 「連 立 政 権 の政 策 能 力 」 水 口憲 人 ・北 原 鉄 也 ・久 米 郁 男 編 著 『変 化 を ど う説 明 す るか:政 治





機 としてとらえてきた。 しかし、94年 には 「政権の味」も覚えた連合など労組側に、「敵視す
るわけではないが、連立与党側 との関係もある」 と、 自民党内の 「ラブコール」に対 し、戸惑
いを示す向きが多いと報道されている33。他方、1998年3月 には、自社さ3与 党体制に対抗 し
て、連合が新 「民主党」の結成に積極的に動いたことをとらえて、山崎政調会長が 「反自民の






て質問 している。結果 を見ると、公的セクター労組はあま り変わっていない(厂 かな り」+
「ある程度」で、35.7%、40%、33.4%)。 しかし、労働界再編の主力 となった民間労組では、
減少傾向が顕著である(厂たびたび」+「 かなり」+「 ある程度」で、43.7%、27.8%、15.1%)。
なお、全国団体でも、連合が 「かなり」(89年)か ら 「ある程度」(94年)へ と下げている。
90年 代の政界再編の流れが、労働政策過程に影響を及ぼしている可能性は高そ うに思われ











委員会を設けて労使 自治に基づき、その運用を行 うとい う案に対 して、連合は政府規制の強化
を求めて抵抗を示 したのである。
このような労働の戦術の背景には、 日本の労働組合が使用者との関係ではまだまだ弱 く、政
33『 読売新 聞』1994年3A30日 。
34当 初 この戦略 は相 当の成功 を見せ、80年 代後半には、経 営者側か ら 「労働 攻勢」ではなく 「労働省攻

















とい う因果関係をも示している37。労働戦線の統一は、組合運動路線を政治化 させ、従来 と異
なる政策要求とそれをめぐる新たな政治過程を帰結 したというのが第3の 仮説である。
以上3つ の仮説は、必ず しも相互に排他的ではない。 グローバ リゼーションの進展に伴 う労
働法制の規制緩和とい う政策課題は、労働戦線の統一と相まって労働組合の国家規制志向をか
えって強めた と考えられる。また、政界再編の進行は、先に見たように労働戦線統一 と関連 し
ていた。どの仮説が、労働政策の変化をより多く説明できるか、そのための手がかりを得 るた
めに、 日本の事例 とグローバ リゼーションの波に洗われ政策過程 を変化 させたとされる3力 国
との簡単な比較検討を次に行 う。




35民 間主導 の労働運 動を牽引 してきた金 属労協 も、市揚経済が有効に機 能す るためには、市場に参加す
るものの対 等性 が担保 されな ければな らない として、労働法制 の規制緩和 に慎 重な姿勢 を示 してい る。
『週刊労働 ニュー ス』1997年5A19日 。
36連 合誕 生後 、山岸 章が初代 会長 となる と、連合 内にその政治主義路線に反発が生 じた。 この事実は、
労働組合運動路線 が連合結成後変 わったことを示唆 しよ う。




政策過程における変化 として強調 されるのは、90年 代に入ってスウェーデン型 コーポラティ
ズムの特色とされたレミス制度など、数百もある公的三者協議機関からの経営者側代表の一方
的引き上げが行われたことである。スウェーデ ンモデルの終焉が90年 代に語 られ始 めたので
ある38。この終焉をもたらした原因の一つは、労働運動の政治主義化にあるとい う解釈が有力
に主張 されている。1970年 代の同国労組の 「政治主義路線」によって、従来労使 自治とされ
た領域に国家介入が進んだことと、それへの使用者側の反発に淵源があるとする解釈がそれで
ある39。ただしスウェーデン型の政策内容 自体がどのように変容す るかは未だ必ず しも明確で
はない。スウェーデンの進む方向が、 ドイツが他の調整型市場経済であるとするのが、ソスキ
ス達の立場であることは先に見た。
グローバ リゼーションの流れの中、規制緩和の方向へ大きく舵を切 り 「成功」を遂げたとさ
れるのがニュージーラン ドとオランダである。ニュージーランドについては、その大胆な規制




てニュージーラン ドでは厳 しい労使対立が発生 したのに対 して、オランダでは従来のコーポラ
ティス ト的体制が継続していることである。2極 化す る収斂(dualconvergence)の 典型例
であるといえよう。
ニュージーランドは、1960年 代には、世界有数の豊かさを誇 り、福祉政策の充実 した太平
洋のスウェーデンとも呼ばれていた。 しかし、その後、ニュージーラン ド経済は交易条件の悪
化、オイルショック、英国のEC加 盟などに伴い、経済的低迷に陥る。これに対 し、保守系の
国民党マル ドーン政権(1975～84年)は ケインズ政策に訴えて苦境の乗 り切 りを図った。 し
かし、経済情勢は困難を極め、国民党の分裂に伴い、1984年 に労働党ラング政権が誕生 し、
蔵相ダグラス ・ロジャーが主導する新 自由主義改革路線がスター トしたのである。そこでは、
金融面の規制緩和、公共部門の改革、労働市場への規制緩和が大胆に進められた。このような
改革の動きに対 し、労働組合評議会は抵抗を示 し、労働党政権 と労働組合の関係は緊張に満ち
たものとなった。その後、評議会の組合指導部内には、従来の戦闘的な組合運動を改めて労働
党政府と協調 しっっ改革を進めようとするコーポラティス ト的な志向が生まれてきた。しかし、
38宮 本 太 郎 「欧 州 経 済 統 合 と コ ー ポ ラ テ ィ ズ ム 」 『年 報 政 治 学1993』 岩 波 書 店 、1993年;KathleenTh-
elen,"WestEuropean:LaborinTransition,"WorldPolitics46,0ctober,1993;SA:F副 議 長 へ の イ ン










である。 このような改革を受けて、ニュージーラン ド経済は大きく立ち直 りを見せていった。
経済成長は、91年 のゼロ成長から回復基調に入 り、93年 から97年 には年平均4.2%の 成長率を
記録した。80年 代には10%前 後だったインフレ率も96年 には1.9%と 低下し、失業率も93年 に
は10%を 超えていたが、95年 には6.1%に まで下がってきたのである。このような成果につい
ては、一部に厳 しい見方 もあるものの、世界の注 目を集めるに足るものであったといえよう41。
他方、オランダも、1970年 から80年 代はじめまで、経済的な困難に見舞われた。オランダ
は、ヨーロッパの福祉病の典型であり、「オランダ病」とい うありがたくない呼称 も生まれた
のである。ロン ドン ・エコノミス ト誌は、100万 人以上の人々が働きもせず福祉に頼って生き
る、現実を忘れた暗鬱な国家 としてオランダを描いていた42。しかし、1982年 にオランダは停
滞からの覚醒をはじめた。「ワッセナーの合意」 と呼ばれる政労使の合意がなされ、賃上げ自
粛の見返 りに、雇用安定 ・雇用創出が進められたのである。その後、予算の10%に も及ぶ財
政赤字を生んできた過剰な福祉施策の見直し、合理化、パー トタイム労働や臨時雇用などの低
賃金労働の活用 を阻んできた労働政策の規制緩和により、オランダ経済は立ち直ったのであ
る43。1983年には13%を 記録 した失業率は、1999年 現在、3%代 半ばで推移 している。労働力
率で見ても、1985年 の52%か ら1995年 の64%へ と大きく雇用をのばしたのである。このオラ
ンダの経験は、 「ポルダーモデル」として多 くの注 目を集めることになった44。オランダの経













































とい うことになろう。 しか しなが ら、その政策がいかに理論上望ましいものであっても、その
政策が現実化するには、政治過程においてそのような政策への支持が調達 される必要がある。
























味では、1980年 代はじめの中曽根行革が目指した(必 ずしも実現できたわけではない)新 自由
主義的改革と共通する部分がある(大 嶽秀夫、1998年)。 小さな政府への志向、規制緩和やサ
プライサイ ドの改革 といった点である。 この改革について、当時は民間労組を基盤 とした政策
推進労組会議や、同盟、金属労協などは、それを強 く支持 していた。行革推進国民会議が、こ






部分を放っておいていいわけがない」 と行革論議に注文をつけている(朝 日1997/1/19)。 行革
推進会議の検討が進んだ97年10月 には、行政改革会議において、芦田甚之助委員が焦点 となっ
ていたエージェンシー(独 立行政法人)制 について 「法人は国の行政組織の中に置くべきだ」












に置いて発展 してきた。その意味では、CMEsの 議論の前提 となったものであり、その文脈に
おいて日本の位置づけを考えることになる。
注記:小 泉内閣成立以後、とりわけ改革の旗手の座を自民党がとるのか、民主党がとるのかを





7.労 働組合 の形態 と経済パ フォー マ ンスをめ ぐる諸研究
1)マ ンサー ・オ ル ソンの包括的(encompassing)組 織論





オル ソンは、通常、利益集団は後者の方法を採 ると考える。 「ただ乗 り」が発生す るからで
ある。通常、利益集団が社会全体の富を増やそ うとす るときには、-一定のコス トを支払 うこと
が必要 となる。 しかし、そのようにして得 られる社会全体の富の増加分は、コス トを支払わな
かった人々にも行き渡 ることになる。たとえば、中国や第三世界からのタオルの輸入急増に直
















2)ス ウ ェーデ ンの謎
労働経済学者であるロバー ト・フラナガンは、経済学者がスウェーデンに行って、その賃金
格差の小 ささ、高い累進税率、手厚い休業 ・失業手当の存在を目にして、最初に示す反応は、





























3)労 使関係 と経済パ フォーマ ンスに関す る研究
オルソンの議論を更に比較の観点から発展させて様々な研究がなされてきた。その一っが、
労使関係 のあり方と労働市場のパフォーマンスの関係 に関する 「ハンプ ・シェイプ」曲線であ
る。物価安定や失業率の低下といった労働市場のパフォーマンスは、組合運動が極めて 「弱く」、
その結果、市場 の調節機能がスムースに働 く場合 と、包括的(encompassing)で 集権的な
「強い」労働組合が存在する場合に良好 となる。これに対 して、労働組合が産業別や職種別に


















































せ ることなく、むしろ産業構造の高度化に貢献 してきたとの分析がなされてきた。 レーン ・マ
イ ドナー ・モデル と言われる政策パッケージの存在が注目されてきた。平等主義的賃金体系は、
































括的組織の故に、成功 したと考えている。 このような認識は従来の 日本型労使関係肯定論 と同
じ類の認識である。
更に、戦後 日本における春闘などを通じて実現 してきた賃金の平準化は、スウェーデンにお






造の故であると考えられる。 しか し、90年 代に入ってからの 日本においては、この企業の生
























して自らの利益を増大 させ る方針 を1960年 代から取 り始めることになった。オルソンの言 う
企業内での包括的組合組織形態がこれに貢献 してきた と言えよう。 しか し、民間労組の運動は
それにとどまらなかった。そのような生産性向上を踏まえた 「ポジティブ ・サム」戦術を、産
業 レベル、全国レベルへ と発展 させていくこととなった。そこには、政治主導の左派労働運動


















させ、年金改革法案への連合の明確な反対路線を契機 とした 「政労会見」の中止(こ れは、小
泉内閣において復活するようであるが)と いった事態にまで至ったのである。曲がりな りにも








このように、90年 代 日本において労働運動が統一されたことが、従来 日本 の労使関係 にお
いて機能 してきた調整メカニズムを変化 させつつあるのかもしれない。では、この変化は、 日
本の政治経済秩序を大きく変化 させることになるのであろうか。 ソスキス達の議論に戻るなら
ば、政治経済秩序の変化に関し二つの主張がなされている。第1は 、政治経済秩序(こ の場合
は、調整 された市場経済を言 うのであるが)は 、壊れるのは容易であるが、作 り出すには長い
時間が必要で容易でないとい う。第2に 、政治経済秩序の態様を決める決定因は、企業間の関
係にあるとしている。 この第2の 点は、80年 代後半以降労働政治研究において明らかにされ
てきた知見に基づいている52。日本の調整型経済はもろくも崩れるのだろうか。今後の課題は
経営者側の分析と言 うことになろう。
52Swenson,1991.
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